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平成１９年度鉄道関係予算主要事項の概要

（ ）単位：百万円
１．国際競争力の強化

（ ）19年度内示額 前年度予算額

（１）空港アクセス鉄道の整備
・成田高速鉄道アクセス線の整備 4,805 ( 4,136)

の内数 の内数
（２）鉄道貨物輸送力の増強

・貨物列車長編成化のための待避線延伸等 35 ( 201)
【新規箇所】北九州貨物ターミナル・福岡貨物ターミナル間

２．地域の活性化・都市再生

快適でゆとりある都市生活の実現〉〈
（１）都市鉄道の利便増進

・連絡線等の整備及び周辺整備と一体的な駅整備 800 ( 150)
【新規箇所】相鉄・東急直通線の整備

（２）地下高速鉄道の整備 28,040 (29,879)
・地下鉄の新線建設等 17,393 (19,174)
・過去分 10,647 (10,705)

（３）ニュータウン鉄道等の整備 4,805 ( 4,136)
・ニュータウン鉄道等の新線建設等 4,796 ( 4,123)
・過去分 9 ( 13)

（４）幹線鉄道の活性化（旅客線化）
・貨物鉄道の旅客線化 711 ( 937)

（５）乗継の円滑化
・駅構内の配線変更等による相互直通運転化等 307 ( 205)

（６）鉄道駅の総合的な改善
・まちづくりと一体となった鉄道駅の総合的な改善等 801 ( 1,161)
【新規箇所】野方駅（西武新宿線 、西宮北口駅（阪急神戸本線））

〈個性と工夫に満ちた地域社会の再生・活性化等〉
（７）新幹線鉄道整備事業

・整備新幹線の建設 70,600 (70,600)
[事業費 2,637億円]

（８）整備新幹線建設推進高度化等事業
・整備新幹線の未着工区間の調査等 3,350 ( 3,450)

（９）在来幹線鉄道の高速化
・路線の曲線改良、部分複線化等 472 ( 360)

（10）地方鉄道活性化支援事業
① 地方鉄道活性化（近代化補助）

・活性化・安全性向上のための設備整備等 2,401 ( 2,618)
② ＬＲＴシステムの整備

・低床型車両の導入、ＬＲＴシステムの施設整備 550 ( 550)
③ 【新規事項】ＤＭＶの普及促進に係る技術開発 40 ( 0)
④ 【新規事項】活性化支援・経営改善方策調査 180 ( 0)

の内数



３．安全・安心の確保

（１）地下駅の火災対策
・地下駅の避難通路及び排煙設備の緊急整備 1,500 ( 2,850)

（２）鉄道駅の耐震補強
・緊急人員輸送の拠点等の機能を有する主要な在来線駅の 330 ( 300)
耐震補強

（３）地下鉄等における災害情報基盤の整備
・電波遮蔽区間における災害時の情報受信が可能な施設整備 110 ( 100)

（４）地方鉄道における安全対策
・安全性向上のための設備整備等 2,401 ( 2,618)

の内数 の内数【新規事項】安全管理体制・人材育成強化

（５）鉄道の安全対策等に係る技術開発等
・脱線及び震災時の被害軽減に関する技術開発等 362 ( 393)
【新規事項】次世代運転管理システムの技術開発

（６）鉄道防災事業
・落石・なだれ対策等及び青函トンネル改修 500 ( 500)

（７）鉄道災害復旧事業
・大規模災害時の災害復旧 68 ( 68)

（８）踏切道の改良
・踏切事故防止等のための踏切保安設備の整備 180 ( 200)

（９ 【新規事項】鉄道テロ対策に資する新技術の活用に関する調査 180 ( 0)）
の内数

４．柔軟で豊かな社会の実現

鉄道におけるバリアフリー化の推進
① 鉄道駅のバリアフリー化
・エレベーター等の設置による段差の解消等 8,552 ( 8,443)

②【新規事項】バリアフリーの深度化方策に関する調査 180 ( 0)
の内数

５．技術開発

（１）超電導磁気浮上式鉄道（超電導リニア） 669 ( 704)

（２）高温超電導磁石等高度化 100 ( 100)

（３）軌間可変電車（フリーゲージトレイン） 3,350 ( 3,450)
の内数 の内数

６．その他

（１）戦傷病者等無賃乗車船等負担金 239 ( 287)

（２）年金給付等特例業務補助金 0 (32,500)

（３）譲渡線建設費等利子補給金 743 ( 743)

（４）新線調査費等補助金 334 ( 543)

（５）鉄道整備等基礎調査委託費 180 ( 0)



１．鉄道局関係予算内示総括表
（単位：百万円）

前年度予算額 内 　示 　額
対前年度

事 倍　　　率　　　　　　　　　　項 備　   考

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ／Ａ）

１．公共事業関係費

 〔新幹線鉄道整備事業〕

　　新幹線鉄道整備事業費補助 70,600 70,600 1.00

 〔都市・幹線鉄道整備事業〕 43,179 40,811 0.95

　　都市鉄道利便増進事業費補助 150 800

　　地下高速鉄道整備事業費補助 29,879 28,040

　　ニュータウン鉄道等整備事業費補助 4,136 4,805
うち経済成長戦略推進施策
　　　　　　　　 　1,451百万円

　　幹線鉄道等活性化事業費補助 1,703 1,525

　　鉄道駅総合改善事業費補助 3,561 3,201

　　地下駅火災対策施設整備事業費補助 2,850 1,500

　　鉄道駅耐震補強事業費補助 300 330

　　地下鉄等災害情報基盤整備事業費補助 100 110

　　鉄道防災事業費補助 500 500

公共事業関係費　計 113,779 111,411 0.98

２．その他

　　戦傷病者等無賃乗車船等負担金 287 239

　　鉄道技術開発費補助金等 1,197 1,171

　　整備新幹線建設推進高度化等事業費補助金 3,450 3,350

　　鉄道軌道整備費等補助金 3,469 3,238
うち経済成長戦略推進施策
　　　　　　　　 　  410百万円

　　交通施設バリアフリー化設備整備費補助金 3,000 3,000

　　譲渡線建設費等利子補給金 743 743

　　新線調査費等補助金 543 334

　　鉄道整備等基礎調査委託費 0 180

小　　　　　計 12,688 12,254 0.97

　　年金給付等特例業務補助金 32,500 0



２．新規制度等

事 項 内 示

１．鉄道貨物輸送力の増強

○ 九州地区の港を経由した東アジアの輸出入貨物等、九州向けの需要は 認める

［別紙１］増加しており、更なる輸送力増強の必要があることから、新たに北九州・福

岡間について、貨物列車長編成化のための整備を行う。

・［新規箇所］北九州貨物ターミナル・福岡貨物ターミナル間

２．都市鉄道の利便増進・空港アクセス鉄道の整備

○ 首都圏における広域的な都市鉄道ネットワークの形成を図り、都市鉄道 認める

［別紙２］の利便性を向上させるため、横浜市及び神奈川県央部と東京都心間の速

達性の向上に資する「相鉄・東急直通線」の整備を行う。

・［新規箇所］相鉄・東急直通線の整備

○ 国際競争力のある都市形成及び観光立国の実現に必要な交通基盤整 認める

［別紙３］備として、成田高速鉄道アクセス線について、特に時間短縮効果の高い高

速対応（１６０ｋｍ／ｈ）の新線建設部分、及び運行頻度（フリークエンシー）

を増大させ大幅な利便性の向上を図るための施設整備を推進する。

・［経済成長戦略推進施策］

３．鉄道駅の総合的な改善

○ 自由通路や交通広場の整備等と一体的に駅の改良やエレベーター、エ 認める

［別紙４］スカレーターの設置等を行うことにより、円滑な歩行者動線の確保や駅内

外のバリアフリー化等鉄道利用者や地域住民の利便性の向上を図る。

・［新規箇所］野方駅（西武新宿線）、西宮北口駅（阪急神戸本線）

４．地方鉄道活性化支援

○ 鉄道軌道近代化設備整備費補助の「再生計画」に基づく事業（自治体 認める

［別紙５］のまちづくり等と連携して行われる地方鉄道の活性化）のうち、特に、地域

の企業・ＮＰＯ・住民等による先進的な利用促進の取組に対し重点的に支

援を行う。

・［経済成長戦略推進施策］

○ 沿線の自治体、企業・ＮＰＯ・住民の創意工夫と活力を引き出した新たな 認める

［別紙５］地方鉄道活性化支援方策や経営改善方策の調査を行う。［新規事項］

○ ＤＭＶ（デュアル・モード・ビークル）の普及促進に係るコスト低減等の新 認める

［別紙６］しいシステムの技術開発を進める。［新規事項］



事 項 内 示

５．鉄道の安全対策

○ 地方鉄道の安全管理体制・人材育成の強化を支援する。［新規事項］ 認める

［別紙７］

○ ＧＰＳ等の情報により列車の位置を検知し、曲線等の速度制限箇所にお 認める

［別紙７］けるブレーキ制御や運転取扱いに関する情報の表示等を行う運転管理シ

ステムの基礎的研究開発を進める。［新規事項］

６．鉄道テロ対策に資する新技術の活用に関する調査

○ 安全・安心な輸送サービスを確保するため、鉄道テロ対策に資する新し 認める

［別紙８］い技術の活用可能性について、実証実験等を含めた調査・検討を行う。

［新規事項］

７．鉄道におけるバリアフリー化の推進

○ 鉄道におけるバリアフリーをさらに深度化させるため、可動式ホーム柵等 認める

［別紙９］の導入に関する調査・検討及び鉄道利用者への心のバリアフリーの浸透を

図るための調査・検討を行う。［新規事項］



                              ［別紙１］  

 
北九州・福岡間鉄道貨物輸送力の増強  

 
 
１．事 業 概 要 

東アジアとの国際物流の増加に対応していくとともに、環境負荷の少ない大量輸送機

関である鉄道貨物輸送へのモーダルシフトを促進する必要があることから、平成１８年

度に完成する山陽線鉄道貨物輸送力増強事業に引き続き、九州地区の港を経由した東ア

ジアとの輸出入貨物の増加等に対応するため、新たに北九州・福岡間について、貨物列

車長編成化のための整備を行う。 
 
２．事 業 期 間：平成１９年度～平成２２年度 
 
３．総 事 業 費：約２５億円 
 
４．事 業 内 容：駅構内改良、待避線延伸等 
 
５．概要図： 
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設備能力不足によるボトルネック

・１３００トン列車の走行制約

・東アジアとの輸出入貨物の増加

コンテナ輸送力の増強事業
（１３００トン列車走行対応化）

東京～福岡間 ２４両→２６両

Sea&Railサービス

上海
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・１３００トン列車の走行制約

・東アジアとの輸出入貨物の増加

コンテナ輸送力の増強事業
（１３００トン列車走行対応化）

東京～福岡間 ２４両→２６両

Sea&Railサービス

上海

Sea&Railサービス

上海
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相鉄・東急直通線の整備 
 
 
１．事業概要 

首都圏における広域的な都市鉄道ネットワークの形成を図り、都市鉄道の利便を

向上させるため、横浜市及び神奈川県央部と東京都心間の速達性の向上に資する「相

鉄・東急直通線」の整備を推進する。 
 
２．整備区間：横浜羽沢駅付近～日吉駅（約１０．０㎞） 
 
３．総事業費：約１，９５７億円 
 
４．整備期間：平成１９年度～平成３０年度 
 
５．概要図 

二俣川

西谷駅

小田急小田原線

JR東海道貨物線

東急東横線

相鉄本線

JR東海道線

JR横須賀線

相鉄いずみ野線

横浜

新宿

東京

新橋

品川

渋谷

大崎

日吉駅

東急目黒線

目黒

田園調布

大和 横浜羽沢駅付近

JR山手線

海老名

相鉄厚木線

厚木

綱島駅

東京地下鉄１３号線等
と相互直通運転（予定）

新横浜駅（仮称）

相鉄・東急直通線

相鉄・ＪＲ直通線

湘南台

（新規）

〔時間短縮効果例〕

二俣川～自由が丘
新横浜～目 黒
湘南台～新横浜

現 行⇒整備後（短 縮時間）
４０分 ⇒ ２９分 （約１１分短縮）
４０分 ⇒ ２７分 （約１３分短縮）
４９分 ⇒ ２３分 （約２６分短縮）

〔乗換回数〕
〔１回⇒０回〕
〔２回⇒０回〕
〔２回⇒０回〕

（１７年度採択）

自由が丘

 

［別紙２］



［別紙３］

空港アクセス鉄道の整備

国際競争力のある都市形成及び観光立国の実現に必要な交通基盤整備として、成田

高速鉄道アクセス線について、特に時間短縮効果の高い高速対応（160㎞／ｈ）の新

線建設部分、及び運行頻度（フリークエンシー）を増大させ大幅な利便性の向上を図

るための施設整備を推進する。

○整備中の路線

・成田高速鉄道アクセス（株）

成田高速鉄道アクセス線（印旛日本医大～成田空港：19.1㎞）

【 】成田高速鉄道アクセス線

成田空港高速鉄道線

成田高速鉄道アクセス線

北総線

京成本線

日暮里駅

東京駅

千葉ニュータウン線

成田国際空港

成田高速鉄道アクセス線路線図

成田空港高速鉄道線

成田高速鉄道アクセス線

北総線

京成本線

日暮里駅

東京駅

千葉ニュータウン線

成田国際空港

成田高速鉄道アクセス線路線図○整備概要

・新線整備（印旛日本医大～成田空港（19.1km））

・北総線・千葉ＮＴ線の改良、空港内駅部の改良

○整備期間 平成14年度～平成21年度

○開業予定 平成２２年度

香港国際空港

２３分中国

※アクセス鉄道建設中北京空港

６０分中国

※アクセス鉄道建設中仁川国際空港

４５分韓国

金浦空港

５５分韓国

成田国際空港

３６分 （← ５１分）日本

アジア主要空港の鉄道アクセスについて

香港国際空港

２３分中国

※アクセス鉄道建設中北京空港

６０分中国

※アクセス鉄道建設中仁川国際空港

４５分韓国

金浦空港

５５分韓国

成田国際空港

３６分 （← ５１分）日本

アジア主要空港の鉄道アクセスについて

○時間短縮効果の最も高い高速走行
対応（160km/h)の新線建設部分の主
要な施設整備（橋梁、路盤工事）と、特
急運行を増大させる駅施設の拡張・追
い越し施設整備を行う。

京成高砂駅

小室駅 印旛日本医大駅
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 鉄道駅の総合的な改善 

○野方駅〔西武新宿線〕 

 

１．事業概要 
駅の南北を結ぶ自由通路の設置、広場整備の整備と橋上駅舎化等を一体的に実施

することにより、円滑な歩行者動線の確保、バリアフリー化、周辺交通の円滑化等、

鉄道利用者及び地域住民の利便性の向上を図る。 

 
２．総事業費：      約８億円（鉄道駅総合改善事業費補助対象分） 

 

３．事業期間       平成１９～２１年度 

 

４．概 要 図 

〔整備前〕 

プラットホーム

改札口

ボトルネック踏切

環七地下通路

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
〔整備後〕 
 

プラットホーム

改札口

ESC

EV

EV

自由通路

広場

広場

EV

ESC

ESC
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○西宮北口駅〔阪急神戸本線・今津南線〕 

 

１．事業概要 
今津南線の高架化と駅周辺部の整備を一体的に実施することにより、神戸本線と

今津南線の乗継利便性の向上及び駅周辺地域の円滑な歩行者動線の確保等による地

域分断の解消等、鉄道利用者と地域住民の利便性の向上を図る。 

 
２．総事業費：      約２０億円（鉄道駅総合改善事業費補助対象分） 

 

３．事業期間       平成１９～２２年度 

 

４．概 要 図 

〔整備前〕 

 
〔整備後〕 

 



近代化補助による地方鉄道活性化支援

鉄道軌道近代化設備整備費補助の「再生計画」に基づく事業（自治体のまちづくり等と
連携して行われる地方鉄道の活性化）のうち、特に、地域の企業・ＮＰＯ・住民等による先
進的な利用促進の取組に対し重点的に支援を行う。

出改札の設置・改良

（ＩＣカードで乗継改善）

高性能車両の導入

○

○
線

駅前広場整備

新駅設置

駅と公共公益施設の合築

Ｐ＆Ｒ駐車場の整備

駅周辺のバリアフリー化

ホームの嵩上げ

部分的複線化
行き違い設備

高齢者住宅等の整備

ホーム延伸

鉄道事業者の取組
①快速運行
②増便、始終発の改善
③ＩＣカード導入 ④Ｐ＆Ｒ

沿線自治体の取組（まちづくり）
住宅建設・商業設備の誘致、公園設備、
福祉施設の整備、駅前広場整備、バリフリ化、
公共公益施設と駅の合築
Ｐ＆Ｒ駐車・駐輪場の整備

企業・ＮＰＯの先進的な取組
大規模な利用促進策（モビリ
ティ・マネジメント）、Ｐ＆Ｒ協力、
ＩＣカードでの企業・商店街との
提携による利用促進

イ メ ー ジ図
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地方鉄道の活性化支援・経営改善方策に関する調査

沿線の自治体、企業・ＮＰＯ・住民の創意工夫と活力を引き出した新たな地方鉄道活性化
支援方策や経営改善方策の調査を行う。

○主な調査内容
・鉄道事業者や自治体だけでなく、沿線の企業・商店街・ＮＰＯその他利用者の人材や資金
を活用した地域を挙げた先進的な利用促進策
・上下分離、自治体による施設の保有、運営スキームの再構築などの経営改善方策
・保守管理コストの軽減、設備の共通規格化、共同発注・調達等によるコスト削減策
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ＤＭＶの普及促進に係る技術開発

デュアル・モード・ビークル（ＤＭＶ）は、現在技術開発等が進められている線路

と道路の両用できる車両である。ＤＭＶはその特性から地域の鉄道、バスの交通ネッ

トワークの維持や公共交通の活性化に資する新たな地域の足として機能することが期

待される技術であり、普及に資するコスト低減等の新しいシステムの実用化のための

技術開発を推進する。

○課題と対応

課題例 ＤＭＶの進入出時の信号・保安システム

 

駆動輪（後部ゴムタイヤ） 

後部ガイド輪 

前部ガイド輪 

 〔ＤＭＶの特性〕 
○「乗り換えなし」、「道路部を使用」⇒アクセス、シームレス対策の推進へ大きな可能性

○「鉄道部を利用」⇒道路状況、時間帯に関わらず定時性確保 

○「既存ストック活用型技術の利用」⇒レール部等、運行の低コスト化実現 

道路から線路へのモードチェンジのイメージ

 他の列車の制御 他の列車の制御 

進入許可等 
道路走行 道路走行 

線路走行 
進出許可等 

信号・保安システムに関するコスト低減等の技術開発支援を行い、中小事

業者にも普及可能なシステムの確立を目指す。 

導入コストが高額なため、 

比較的規模の大きな事業者しか、導入できない。 

＊ ＤＭＶは常時線路上に存在せず、例えば、道路－線路間を進入出する場合、既存の信号・
保安システムは、ＤＭＶの進入出を認識することができない。このため、無線システム等を
利用して既存システムにＤＭＶの進入出を認識させることが安全の確保に重要。 

＊ 無線システム等を利用した信号・保安システムは非常に高額 
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 地方鉄道の安全管理体制・人材育成の強化 

 
地方鉄道の安全管理体制・人材育成の強化を支援する。 
 
○主な支援内容 
・ヒューマンエラーの防止対策 
・改正鉄道事業法等に伴う安全対策 
・強風対策及び豪雪対策 
・脱線防止対策 

 
 
 
 

次世代運転管理システムの基礎研究開発  
 
 
ＧＰＳ等の情報により列車の位置を検知し、曲線等の速度制限箇所におけるブレー

キ制御や運転取扱いに関する情報の表示等を行う運転管理システム開発のための基

礎研究を行う。 
 

ＧＰＳ 

・運転情報表示 
・ 曲線や線路終端部等の速度制限 

箇所でのブレーキ制御等 

 
次世代運転管理システムのイメージ 
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鉄道テロ対策に資する新技術の活用に関する調査 

 

 

 

 ２００５年７月の英国・ロンドンでの地下鉄等同時爆破テロ事件、本年７月のインド・

ムンバイでの列車同時爆破テロ事件等、鉄道を対象としたテロ事件が発生している。 

我が国においては、「見せる警備・利用者の参加」を軸とした施策や、危機管理レベル

の設定など鉄道テロ対策の充実を図ってきているところであるが、テロを未然に防止す

るためには、乗客の円滑な流動や利便性を阻害することなく安全・安心な輸送サービス

を確保する新しい技術の活用も期待されている。 

このため、不審者や放置物を検知・追跡するシステムやテロに使用される可能性のあ

る生物剤や化学剤を検知するシステム等、鉄道テロ対策に資する新しい技術の活用の可

能性について、鉄道駅における実証実験等の実施を含めて調査・検討を実施。 

 

 

鉄道テロ対策への活用が期待される新技術の例 

 

不審者検知・追跡システム  

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 爆発物等の不審物を放置した者や立入制限区域への侵入者をモニター上で検知し

（   印）、次に、当該不審者が逃走する状況を複数のネットワークカメラによって

追跡するシステムの検討。 
１． の ２．複数のカメラの連動によって 

不審者の位置を確認・追跡する

不審
モニターが不審物放置者や侵入者

姿を認識すると警告音を発生。 
ことが可能。 

不審者 

防犯カメラ 

不審物の置き

去りを検知 

防犯カメラ
防犯カメラ 

逃走するテロ

リストを追跡 

ブザーに

より警告

物 
モニター



バリアフリーの深度化方策に関する調査

段差解消された駅の割合及び整備目標

44%

49%

56%

7割強

29%

33%

39%

100%

H12末 H13末 H14末 H15末 H16末 H17末 H19末 H22末

エレベーター等のハード整備は一定の進捗
がみられる一方、障害者等に対する一般の
利用者の理解と協力が求められている。

障害者団体等より、プラットホームからの転落
防止などの安全面から、ホームドア・可動式

ホーム柵の設置が要望されている。

障害者等に対する、一般の鉄道利用者の
理解と協力（心のバリアフリー）が重要

鉄道駅におけるバリアフリーの更なる深度化

ホームドア
〈例〉東京地下鉄
南北線

可動式ホーム柵
〈例〉東京地下鉄
丸ノ内線

プラットホーム上の安全対策として、
ホームドア・可動式ホーム柵の設置は重要

☆ホームドア等整備促進のための
調査・検討

ホームドア等の設置に向けての課題の整
理、今後の普及方策の検討等を実施

心のバリアフリーの浸透ホームドア等の導入
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☆心のバリアフリーの浸透のための調
査・検討

心のバリアフリーの浸透に向けての課題の
整理、今後の普及方策の検討等を実施


	３
	内示（縦、要求額なし）




